
林務部森林づくり推進課　　　

１　県森林・林業施策の体系（具体的内容と主な事業） ２　森林・林業施策に対する林業公社の役割

○ 昭和41年に設立、 国策による森林造成を担ってきた。

○ 森林所有者　3,747人と分収契約を締結し、森林面積
17,805haの管理 を実施してきた。

○ 樹種毎の施業体系にあった適期施業を実施し、健全な森
林を育成、管理してきている。

○ 分収方式による森林づくりを加速化し、公益的機能の維持
増進を推進している。

○ 森林路網の整備により、木材の生産コストを縮減した搬出
間伐を推進し、林業再生に寄与している。

　

長野県森林・林業施策における林業公社の役割
　資料３

多様な森林整備の推進

森林の保全に向けた取組の強化

林業再生の実現

信州の木の利用促進

森林の適正な管理の推進

森林の多面的な利用の推進

野生鳥獣対策の推進

【これまでに公社が実施してきた事業（施業）写真】

　○　計画的な間伐の推進

　○　主伐・更新施業の推進

　　　　　・造林事業（公共、県単、基金）

○　災害に強い森林づくり推進
　　　　・治山事業（公共、県単）

　　　　・造林事業（公共、県単、基金）

○　林業経営団地の設定
○　林内路網整備等の整備推進
○　機械化の推進
　　　・森林整備地域活動支援交付金

　　　・林業再生総合対策事業（森林作業道等

○　県産材生産加工流通体制整備の推進
○　県産材の需要拡大
　　　　・県産材供給体制整備事業

　　　　・木の香る環境づくり総合推進事業

　　　　・森のエネルギー総合推進事業

○　森林・林業技術等の普及啓発
○　森林の経営管理の仕組づくりの推進
　　　　・林業普及指導事業

　　　　・里山整備人材育成事業

○　企業等の支援による森林の活用、交流促進
○　新たな森林資源の地域利用の促進
　　　　・森林（もり）の里親促進事業

　　　　・山の幸生産振興対策事業

○　地域ぐるみの防除、捕獲対策等の推進
　　　　　・集落ぐるみの捕獲実践事業

　　　　　・わな捕獲者確保育成支援事業

昭和40年代の造林
（植林の状況）

植栽後　数年間は

「下刈り」作業が必要

育てている木の支障となる

木を伐採する「除伐」作業

が必要

間引きをする「間伐」

作業が数回必要（保育

材を利用するための

「搬出間伐」を実施中

現在の健全に管理されている森林

【背　景】
○ 戦後、荒廃した国土の森林を再生し、公益的機能を早期に回復さ
せるともに、経済発展に伴なう木材需要をまかなうため、造林を拡大
する施策が国策として進められた。

○ 長野県でも、昭和３０年代から拡大造林を主体とした「造林計画
（昭和32年～55年）を樹立し、造林を進めてきた。

○ 林業の生産基盤は脆弱で、資金不足から森林所有者自らがこう
した国の造林施策を担うことは困難であった。

○ 分収方式による造林や育林を促進し、林業の発展と森林の有す
る諸機能の維持増進を図る目的で、昭和33年に「分収林特別措置
法」が制定される。

○ 分収方式により、森林所有者に代わって、林業公社の森林造成
が可能となり、早期の森林再生と諸機能の維持増進が期待された。

○ 造林し育成する間は、適正な管理が必要であるが、木材収入が
見込めないことから、借入金で運営することとなるため、林業公社が
行う造林事業には、農林漁業金融公庫(現在の政策金融公庫）の融
資制度が適用された。

健全な森林づくりへの貢献

○ 森林づくりが困難であった森林所有者は、不安が解消さ
れ、安心して林業公社に森林の管理を任せている。

○ 計画的な造林は、地域の雇用の確保、経済の振興に寄与
してきている。

○ 林業公社が管理を実践する森林は、地域の森林整備の見
本であり、先達的な役割を担っている。

○ 近年、森林の野生鳥獣（シカ、クマ）被害が増加する中で、
林業公社が実施する防除対策（皮剥ぎ防止のテープ巻き）
は、地域の見本となっている。

地域への貢献


